（様式１）

令和６年　月　　日

愛知県知事 殿
住　　　　所　　　　
申込法人(団体)名　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
2024年度中小事業者向け省エネ相談業務　企画提案参加申込書
申込法人（団体）の概要

	法人（団体）
の　名　称
	
	法人格の有無
	有　・　無

	設立年月日
	　　　　　年　　　月　　　日
	従業員(構成員)数
	　　　　人

	所　在　地

（連 絡 先）
	担当者氏名
	

	
	担当部署
	

	
	住所
	〒



	
	電話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	

	主な事業内容
	


なお、参加資格の要件を満たしていること及び提出書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
（様式２）

事業実績
	１　温暖化対策・省エネ対策についてのアドバイス事業の実績

（業務名、発注機関名、契約期間、概要）

	業務名
	発注機関名
	契約期間



	概要



	２　環境対策全般についての啓発事業の実績

（業務名、発注機関名、契約期間、概要）

	業務名
	発注機関名
	契約期間



	概要



	３　実施体制、必要な知識・情報の保有状況

	内容
（実施体制は様式３の記載事項以外で特記すべきことがあれば記載してください。）
（必要な知識・情報を記載してください。）


（備考）実績が複数ある場合は、欄を複数作成して記載してください（１、２各々最大10業務。複数ページ可）。
　　　　正本には実績に記載した内容が確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。

（様式３）

業務実施体制
	
	予定者名
	所属・役職
	資　　格

	
	
	
	資格の名称

（専門分野の名称）
	取得年月

	管理技術者
	
	
	
	

	担当技術者
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１　担当技術者が複数の場合は担当する分野も記入し、主たる担当技術者の氏名に◎を付す。
２　資格欄には、取得している資格名（エネルギー管理士、電気主任技術者、ボイラータービン主任技術者、技術士等）及び（　）内書きで専門分野、取得年等を記入する。

（様式４）

企画提案書

１　基本的な考え方と相談体制
（１）本業務実施にあたっての基本的な考え方
	※　本業務を実施するに当たって、何が重要であり、ポイントは何であると考えるか、貴社(貴団体)の考え方を記載してください。また、業務の全体事業計画、スケジュールを記載してください。



（２）業務の実施における環境配慮性
	※　業務の実施におけるSDGsを踏まえた環境への配慮事項等について、具体的に記載してください。



（３）相談窓口の設置方法
	※　相談窓口の設置をどのように行うかを具体的に示してください。（中小事業者が利用しやすく、十分な機能が発揮できる内容を提案してください。）



（４）相談員の選定と確保の方法
	※　相談業務に対応できる相談員の選定及び確保をどのように行うかを具体的に示してください。また、「様式３　業務実施体制」の記載内容と整合をとってください。



２　相談窓口の開設・周知の方法
	※　相談窓口の開設及び相談募集に係る広報活動の方法を具体的に示してください。




３　相談への対応・アドバイス等の実施方法
（１）中小事業者へのアドバイス等の実施方法
	※　中小事業者へのアドバイスについて、どういった方法により、どういった内容まで行うのかを具体的に記載してください。また、目標件数（月ごと）も明示してください。



（２）相談対応後の効果検証等の実施方法
	※　中小事業者からの相談へのアドバイス等の成果の把握及びその活用について、どのような方法で行うのかを具体的に記載してください。




４　省エネの必要性の発信及び相談内容の掘り起こしの実施方法
	※　中小事業者への省エネの必要性の発信及び相談案件の掘り起こしの実施方法を具体的に記載してください。




５　その他
	※　その他、本業務の付加価値や成果の高まりが期待できる提案者独自の追加提案等があれば記載してください。




各提案項目について、その内容に応じて、適宜、枠の拡大等を行うこと。
（様式４は任意様式での提出も可）
（様式５）

経費積算書

	区分
	予定数量
	単　価
	計

	１　相談窓口の
開設・周知
	1式
	円/式
	円

	
	
	（内訳・構成）

	

	２　相談への対応・アドバイス等の実施
	〇件
	円/件
	円

	
	
	（内訳・構成）

	

	３　省エネの必要性の発信・相談案件の掘り起こし
	１式
	円/式
	円

	
	
	（内訳・構成）


	

	合　計
	円


注１）各種経費は各契約単価に含まれるものとする。
注２）契約単価には、消費税及び地方消費税相当額を含むものとする。
注３）実績件数に応じて、支払額を減額することがある。

